


訪問看護ステーション連携・強化支援事業実施要綱

（趣旨）
第１条 福井県が実施する訪問看護ステーション連携・強化支援事業（以下「本事業」という。）については、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、福井県補助金等交付規則（昭和４６年福井県規則第２０号。以下「規則」という。）および健康福祉部長寿福祉課所管補助金等交付要綱（昭和４６年４月１日）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。

（目的）
第２条　本事業は、訪問看護ステーションの連携強化および機能拡充を通じて、地域のかかりつけ医機能の補完、医療と介護の切れ目のない連携、ならびに在宅療養者の24時間・緊急時対応を充実させ、安心・安全な在宅生活の継続を実現することを目的とする。

（定義）
第３条　この要綱において使用する用語の意義は、次の各号に定めるところによる。
　　(1) 本要綱において「訪問看護ステーション連携」とは、複数の訪問看護事業所が情報共有・夜間休日の輪番・合同研修等により、地域で一体的にサービス提供を行う体制をいう。
　　(2) 本要綱において「機能強化型訪問看護ステーション」とは、24時間対応および看取り対応等を実施でき、地域に対する指導的役割を担う比較的規模の大きい訪問看護事業所をいう。

（事業の区分）
第４条　本事業は、次の二つの区分により実施する。
　　(1) 連携強化支援（ネットワーク化モデル）
　　　小規模事業所等が連携し、ICT情報共有、夜間・休日の輪番体制、合同研修、連携会議等を整備する取組を支援する。
　　(2) 機能強化型整備支援（大規模化・中核モデル）
　　　病院併設など比較的規模の大きい事業所として、24時間対応・看取りを含む体制整備、人員確保、車両・医療機器等の導入を行う取組を支援する。

（補助対象者）
第５条　本事業の補助対象者は、市町または訪問看護事業者とする。

（補助対象事業）
第６条　この補助金の交付の対象となる事業は、次の各項に定める取組とする。
　　(1) 連携強化支援（ネットワーク化モデル）
　① 情報連携システム（ICT）の構築・導入（WEB会議、情報共有、連絡調整を含む）
　② 夜間・休日の輪番体制整備に係る協定・運用ルール作成、当番表整備 等
　③ 合同研修（重症例・看取り・緊急時対応 等）企画・実施
　④ 連携調整会議の開催 等（保健・医療・介護関係者との多職種連携）
　　(2) 機能強化型整備支援（大規模化・中核モデル）
　① 人員体制の強化（新規雇用等による常勤換算の確保）
　② 訪問用車両・医療機器等の導入
　③ 24時間対応・看取り対応を可能とする体制構築（待機体制、バックアップ協力関係の整備 等
　④ 施設整備その他機能強化に必要な環境整備

（補助対象経費）
第７条　補助対象経費は、前条に掲げる事業の実施に必要な範囲で、機器・システム導入費、研修費、会議開催費、人件費（新規雇用含む）、車両・医療機器購入費、施設整備費、業務委託費等とし、その詳細は別表2で定める。

（補助率等）
第８条　補助率、補助上限額その他の経費負担の取扱いは別表1に定める。

（申請手続）
第９条　本事業の補助を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、知事が指定する期日までに、様式及び必要書類（別表3）を添えて申請しなければならない。

（交付決定）
第10条　知事は、前条の申請書類を審査し、必要に応じて内容を確認のうえ、適当と認めるときは補助金の交付決定を行い、申請者に通知する。

（変更承認・中止等）
第11条　交付決定後に事業内容を変更（軽微な変更を除く。）し、又は事業を中止・廃止しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。
２　事業が予定期間内に完了しないおそれが生じたときは、速やかにその旨を報告し、指示を受けなければならない。

（実績報告）
第12条  申請者は、実績報告書及び必要書類（別表3）を提出しなければならない。

（補助金額の確定）
第13条　知事は、前条の規定により事業完了実績報告書を受理したときは、その内容を審
査し、適当と認めたときは補助金の額を確定し、当該市町長にその旨通知するものとする。



（補助金の請求）
第14条　規則第１５条第１項の規定による補助金交付請求書の様式は様式第７号または第８号のとおりとし、前条の規定により補助金額が確定した後、知事に提出するものとする。

（帳簿の整備・書類の保管）
第15条　補助事業者は、当該補助事業に係る収支を記録した帳簿を備え、証拠書類とともに補助金額が確定した日の属する年度の翌年度から起算して5年間保管しなければならない。

（不当利得の返還）
第16条　虚偽その他不正の手段により補助金の交付を受けた者に対しては、交付した補助金の返還を命ずる。

（受給権の譲渡等の禁止）
第17条　補助金の受給権を譲渡し、又は担保に供してはならない。

（その他）
第18条　この要領の実施のために必要な事項は、知事が別に定める。

附　則 
　（施行期日） 
　この要項は令和８年４月１日から施行する。




別表１
事業区分別の補助率・上限額
	１　事業区分
	２　補助対象者
	３　補助率
	４　基準額
	５　補助上限額

	連携強化支援
	市町または訪問看護事業者
	２分の１
	２，０００千円
	１，０００千円

	機能強化型整備支援１
	市町または訪問看護事業者
	２分の１
	３，０００千円
	１，５００千円

	機能強化型整備支援２
	市町または訪問看護事業者
	２分の１
	６，０００千円
	３，０００千円


※本事業における機能強化型整備支援1および機能強化型整備支援2は、訪問看護ステーションが現行の体制から、機能強化型訪問看護管理療養費の算定区分において段階的な機能強化（ランクアップ）を図る取組を支援するものである。
	区分
	対象

	機能強化型整備支援１
	機能強化型訪問看護管理療養費を算定していない、又は下位の区分を算定している訪問看護ステーションが、人員体制の確保、24時間対応体制の整備、重症利用者等への対応強化等により、1段階のランクアップに相当する体制整備を行う取組を対象とする。
（例：強化型加算算定なし→機能強化型３、機能強化型３→機能強化型２）

	機能強化型整備支援２
	上記の取組に加え、常勤換算職員数の更なる充実、重度利用者への対応実績の拡充等、より高い水準の体制整備を行い、2段階以上のランクアップに相当する機能強化を図る取組を対象とする。
（例：強化型加算算定なし→機能強化型２、機能強化型３→機能強化型１）





別表２
補助対象経費の例
	１　対象経費
	２　具体例

	①機器・システム導入費
	タブレット端末、在宅連携システム、WEB会議機器・利用料、監視・記録関連 等

	②人件費
	新規雇用による看護職員・補助者 等の人件費（常勤換算等の要件は募集要項で規定）

	③車両・医療機器
	訪問用車両、医療機器・備品の導入費用

	④研修費
	合同研修会等の講師謝金・会場費・資料作成費 等

	⑤会議開催費
	連携調整会議の開催に要する経費（会場・資料・通信 等）

	⑥その他
	24時間・緊急時対応体制の構築に必要な経費、業務委託費、広報費 等（必要性が認められるもの）






別表３
申請・実績に係る提出書類（様式）
（1） 交付申請
	No.
	名称
	備考

	1
	補助金交付申請書（様式第1号）
	必要に応じて事前着手届（様式第9号）

	2
	収支予算（見込）書（抄本）（様式第2号）
	

	3
	連携体制の構成・役割分担が分かる資料（連携協定書（案）等）
	連携強化支援のみ

	4
	機能強化体制整備計画（24時間対応、看取り対応、待機体制 等）
	機能強化型のみ

	5
	県税の滞納がない旨の納税証明書
納税状況確認に関する同意書（様式第3号）
	非課税の場合は省略可

	6
	地方消費税の納税証明書
	非課税の場合は省略可

	7
	債権・債務者登録申請書（別紙様式）
	登録済の場合は省略可

	8
	振込先の通帳の写し
	登録済の場合は省略可

	9
	誓約書（様式第4号）
	



（2） 変更・中止
	No.
	名称
	備考

	1
	事業計画変更承認申請書（様式第5号）
	変更・中止が必要となった場合のみ



（３）実績報告
	No.
	名称
	備考

	1
	実績報告書（様式第6号）
	

	2
	収支決算（見込）書（抄本）（様式第2号）
	

	3
	契約書・見積書・請求書・納品書・領収書等の写し
	

	4
	連携強化または機能強化の状況がわかる資料
	（連携強化）
連携体制で実施した研修・会議の記録、夜間輪番の運用実績 等
（機能強化）
人員体制の強化状況が確認できる資料、24時間対応・看取り対応の実施実績、緊急時対応体制の運用状況、加算の届出実績または届出予定がわかる資料 等

	5
	請求書（様式第7号または第8号）
	

	6
	消費税の仕入控除税額の取扱い報告（事後県より照会）
	該当時


	

（様式第１号）
第　　　　　号
　　年　　月　　日


　福井県知事　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　申請者名　　　　　　　　　　


　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金交付申請書

　　　年度住まい環境整備支援事業について補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により関係書類を添え、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業等の名称
　　　　　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業

２　補助事業の目的および内容
　　　　地域における在宅医療提供体制の充実を図るため、訪問看護ステーションの連携強化および機能強化を支援し、24時間対応体制や重症利用者等への対応力の向上を通じて、かかりつけ医機能の補完および医療と介護の円滑な連携を推進することを目的とする。

３　補助事業等の完了の予定期日および実施の計画
　　　　完了の予定日　　　　年　　月　　日
　　　　実施計画　　様式第３号のとおり

４　交付申請額
　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円

５　添付書類
（１）歳入歳出予算（見込）書抄本（様式第２号）
（２）連携体制の構成・役割分担が分かる資料（連携協定書（案）等）または機能強化体制整備計画（24時間対応、看取り対応、待機体制 等）（様式任意）
（３）県税の滞納がない旨の納税証明書納税状況確認に関する同意書（様式第３号）
（４）地方消費税の納税証明書
（５）債権・債務者登録申請書および振込先の通帳の写し（別紙様式）
（６）誓約書（様式第４号）


（様式第２号）

訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金
収支予算書（収支決算書）

収入の部
	科　目
	金額（円）
	備　考

	　　
　　
　　補助金収入

　　自己負担額
　　

	　　

円


円

	　










	合　計
	円
	



支出の部
	科　目
	本年度予算額
	備　考

	　　　　　　　　　　　


	　
円



円

	


	合　計
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原本と相違ないことを証明します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　年　月　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者名　○○（市町名または施設名）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職氏名　○○長　○○　○○　

（様式第３号）



県税の納税状況の確認について


　私は、訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金の交付を福井県に申請するにあたり、福井県の県税事務所等が、福井県健康福祉部長寿福祉課に対し、私の福井県への納税状況に関する情報を提供することに同意します。



　　　令和　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　［フリガナ］
　　　　　　　　氏名（名　称）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

　　福井県知事　様

	＊納税状況の確認に関する事項
　本同意書に基づき提供された納税状況は、福井県が実施する訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金の交付事務以外には使用いたしません。



　※福井県担当者記入欄
	上記の者の令和　　　年　　　月　　　日現在の県税の納税状況については以下のとおりです。受　付　印　欄


　　□滞納なし　　　　　□滞納あり

　　□徴収猶予あり



　　　　　　　　回答事務所　　　　□福井県税事務所　　　□嶺南振興局税務部




様式第４号
誓　　約　　書


　　訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金の申請にあたり、交付要領等に定める事項を踏まえ、適正な事務手続きを行います。
万一、違反した場合には、給付金の返還を行うなどの対応をとることを誓約いたします。




年　　月　　日

福井県知事　様


　住所
　　　　　　　　　　　　　事業者名
　　　　　　　　　　　　　代表者名


様式第５号（計画変更）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日


　　　福井県知事　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　



　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金に係る
事業計画変更承認申請書


　　　年　　月　　日付け福井県指令長第　　　号で交付決定を受けた令和　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業について、下記のとおり変更したいので、関係書類を添えて申請します。

記

１　補助事業の名称　　　訪問看護ステーション連携・強化支援事業

２　交付申請額　　 （変更前）　　　　　　　　　　円

（変更後）　　　　　　　　　　円


３　補助事業の計画　　様式任意

４　変更理由






（添付書類）
　　・　歳入歳出予算書（抄本）
　　・　その他参考となる資料


様式第６号（実績報告）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日


　　　福井県知事　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　



　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業完了実績報告書

　　　　　年　　月　　日付け福井県指令長第　　　号で交付決定を受けた
　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業の名称　　　　訪問看護ステーション連携・強化支援事業

２　補助金の交付決定額およびその精算額
　　　　　　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　精　算　額　　　　　　　　　　　　　　　円


　　　（添付書類）
　　　 ・収支決算（見込）書（抄本）（様式第２号）
　　　 ・契約書・見積書・請求書・納品書・領収書等の写し
　　　 ・連携強化または機能強化の状況がわかる資料
　　　 ・その他参考となる資料



様式第７号（精算払）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日


　　　福井県知事　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　　



　　　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金
　　交付請求書（精算払）


　　　　　年　　月　　日付け福井県指令長第　　　　号で額の確定の通知が
あった　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。



　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　額の確定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　既交付額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円












振込口座番号　○○銀行　○○支店　普通　123456
　　（名義）　○○○○○○○○

様式第８号（概算払）
番　　　　　　　　　号
　　年　　月　　日


　　　福井県知事　　　　　　　　様


　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　　　　　　　　　　　　　　


　　　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金
　　交付請求書（概算払）

　　　　　年　　月　　日付け福井県指令長第　　　　号で交付決定を受けた　
年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。



　交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　既交付額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　円

















振込口座番号　○○銀行　○○支店　普通　123456
　　（名義）　○○○○○○○○


様式第９号
番号
令和　年　月　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　　　　　
（住所、代表者名）


令和　　年度訪問看護ステーション連携・強化支援事業の交付決定前着手について

　令和　　年　　月　　日付け　　　　号で交付申請した下記事業について、交付決定前に着手したいので、別記条件を了承の上、届け出ます。

記

１　事業名
２　事業内容
３　事業費
４　事業主体
５　事業着手予定年月日
６　事業完了予定年月日
７　交付決定前着手を必要とする理由
　　（記入例：○○の理由により、○月○日に事業着手し○月○日までに事業完了したいため）

（別記条件）
１　補助金の交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由により実施した事業に損失を生じた場合、これらの損失は事業主体が負担する。
２　交付決定を受けた補助金額が、交付申請額に達しない場合においても異議はない。
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